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第⚓部 ヴァルター・ペロン「調査結果の比較法的分析｣
Teil 3 Walter Perron, Rechtsvergleichende Analyse der
Untersuchungs-Ergebnisse, S. 767-928.
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（§ 12 Tatbestandliche Einstufungen der Fallvarianten, S. 770-820.）
Ⅰ．犯罪構成要件の機能
この調査にとって，犯罪構成要件の様々な機能は重要である。すなわち，犯罪構
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„Totschlag“ と呼ばれ，スイスでは „Vorsätzliche Tötung“ や „Totschlag“ と呼ば
れ，スウェーデンでは „dråp“ と呼ばれ，イングランドでは „manslaughter“ と呼ば
れる。これらすべての概念は，殺人罪における構成要件のそれぞれの地位を表すだ
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の必要性を明らかな形で減少させる諸事情がある場合には，⚑年⚗月以上10年⚘月
以下の自由刑に減軽されうる。
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こと，あるいは裁判所が少なくとも疑わしきは罰せず（in dubio pro reo）原則に
したがってこのことを基礎に置くであろうことが挙げられる。この場合，すべての
法秩序において，正当防衛状況が存在することになろう。これに対して，Ｏが対応
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